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（ 要 旨 ） 

１ 国民健康保険料の引き上げをやめ、軽減措置の拡充をはかってください。 

２ 国や東京都に財政措置を求める意見書を提出してください。 

 

（ 理 由 ） 

  ２０１８年４月から国民健康保険制度の都道府県化により、国民健康保険財政の運営

主体は、これまでの区市町村から東京都と区市町村になります。 

  東京都は、昨年末に決めた国民健康保険運営方針で、これまで新宿区などの区市町村

が国保料の値上げ幅を抑えるために行っている一般会計から国民健康保険特別会計への

法定外繰入金をやめるよう求めています。 

  東京都の試算による新宿区のモデルケースでは、７０代単身世帯（年金収入のみ）で

年収２００万円で現在８万４，０００円が１０万８，０００円と２万４，０００円の値

上げ、４０代夫婦と子ども２人の給与収入４００万円世帯では４８万３，０００円が 

６２万８，０００円と１４万５，０００円値上げとなっています。 

  今でも国民健康保険料は高すぎて払いきれず、滞納した世帯に資格証明書を発行した

り、国保料滞納者に対し差し押さえなどの厳しい徴収が行われています。 

  これまで新宿区が、一般会計から国民健康保険特別会計への繰り入れを行ってきた措

置を引き続き行い、法定外繰入金を増額して国保料を引き下げ、払える保険料にするこ

とで、誰もが国民健康保険証を持ち、安心して医療が受けられるように強く求めるもの

です。 

  国保制度の大きな変更について加入者である区民・被保険者にはこれまで説明もされ

ず、意見も聞かず、国保料を決めようとしていることは到底容認できるものではありま

せん。この１０数年毎年値上げされてきましたが、このままでは６月に新しい国保料の

通知が届いてその額に驚き怒りの問い合わせが殺到するのは明らかです。国保法第１条

は、「国民健康保険事業の健全な運営を確保し、もって社会保障および国民保健の向上に

寄与することを目的とする。」としています。国および東京都にそのために財政措置を含

め役割を果たすよう働きかけてください。 

  

 


